
社会福祉法人　長沼陽風会

区分 職場環境要件の項目 当法人の取り組み

法人や事業所の経営理念やケア方針・人材
育成方針、その実現のための施策、仕組み
などの明確化

法人理念・基本方針・行動指針をホームページ及び
各事業所に掲示し、入職時にはその内容について施
設管理者より説明をしている。

他産業からの転職者、主婦層、中高年齢
者、経験者、有資格者等にこだわらない幅
広い採用の仕組みの構築

ハローワークや折り込みチラシ及び地域広報誌を活
用しながら、求人には「経験不問」とし、未経験者
を積極的に採用している。また、法人独自に職員紹
介制度も設けている。

職業体験の受入れや地域行事への参加や主
催等による職業魅力度向上の取組の実施

地域小中学校から授業の一環として障がい福祉の説
明機会があり、興味を持った学生の職業体験(イン
ターンシップ）の受け入れを行っており、また、地
域の高校については、福祉に関する講演を実施して
いる。
当法人で開催する夏祭りを一般開放しており、地域
の機関や人々と関わりを持つことで、職業魅力の発
信の場としている。

働きながら国家資格等の取得を目指す者に
対する研修受講支援や、より専門性の高い
支援技術を取得しようとする者に対する各
国家資格の生涯研修制度、喀痰吸引、認知
症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職
員に対するマネジメント研修の受講支援等

福祉国家資格、福祉任用資格への受講料及び福祉系
大学（通信教育）の授業料を一部助成する制度を導
入している。資格取得に際しては、勤務シフトの調
整を柔軟に行うとともに、資格取得が目指しやすく
なる環境を整えている。

上位者・担当者等によるキャリア面談な
ど、キャリアアップ・働き方等に関する定
期的な相談の機会の確保

法人理事長及び施設管理者が年1回以上の定期的な面
談を行っているが、随時、本人の希望がある場合は
面談は行っている。

職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや
短時間正規職員制度の導入、職員の希望に
即した非正規職員から正規職員への転換の
制度等の整備

職員の事情に合わせた勤務形態を実施し、非正規職
員から正規職員への登用は以前から行っている。

有給休暇を取得しやすい環境の整備
年次有給休暇を2時間、半日、全日と分けて取得がで
きる。職員同士のフォローがなっており、急な有給
にも対応が図れる環境となっている。

有給休暇の取得促進のため、情報共有や複
数担当制等により、業務の属人化の解消、
業務配分の偏りの解消を行っている

業務の属人化を防ぐため、複数名の体制で行ってい
る。通信機器（携帯・ＰＣ）を用いて情報共有を
行っている。

障害を有する者でも働きやすい職場環境の
構築や勤務シフトの配慮

障がいの有無に関わらず働きやすい環境づくりを構
築し、無理のない働き方を推奨している。

業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の
職員相談窓口の設置等相談体制の充実

制服貸与。民間社会福祉事業職員共済会加入。メン
タルヘルスについてはストレスチェック管理者が相
談窓口となっており、本人の状態に合わせて提携し
ている病院への受診を勧める。

事故・トラブルへの対応マニュアル等の作
成等の体制の整備

ヒヤリハットを取り入れ、事故やトラブルを想定し
たマニュアルを整備している。

現場の課題の見える化（課題の抽出、課題
の構造化、業務時間調査の実施等）を実施
している

各事業所の支援員が毎月、課題の抽出・共有を話し
合う機会を毎月設けています。そこで解決が難しい
ケースについては、施設長を軸にして、解決までに
至るプロセスを構築している、また、年2回以上、事
業管理者会議を実施している。

業務手順書の作成や、記録・報告様式の工
夫等による情報共有や作業負担の軽減を
行っている

各事業所の職員は携帯の情報共有アプリを使用して
おり、その都度、利用者様の情報を共有している、
また、日誌においてもサーバー管理をしている記録
ソフトを導入している。

業務支援ソフト（記録、情報共有、請求業
務転記が不要なもの。）、情報端末（タブ
レット端末、スマートフォン端末等）の導
入

管理職及び各事業所にスマートフォンの支給してお
り。各事業所やGH住居でも記録作成が行えるように
持ち運び用のタブレットを活用している。

介護ロボット（見守り支援、移動支援、移
動支援、排泄支援、入浴支援、介護業務支
援等）又はインカム等の職員間の連絡調整
の迅速化に資するICT機器（ビジネス
チャットツール含む）の導入

支援用ソフトを全事業所に導入し情報の共有化を
図っている。入所支援についてはマット型見守り支
援介護ロボットを導入しており、体調面に不安があ
る利用者様に使用することによって、心拍、呼吸、
体動、離着床をリアルタイムでPCで確認することが
でき、職員の業務効率化を図っている。

ミーティング等による職場内コミュニケー
ションの円滑化による個々の福祉・介護職
員の気づきを踏まえた勤務環境や支援内容
の改善

ミーティング(朝・昼)及び職員会議等で職員間のコ
ミュニケーションの円滑化を図っている。労働改善
については職員個々に法人理事長が自己申告書を配
布回収し、改善が必要なものについては即時対応を
図っている。

地域社会への参加・包容（インクルージョ
ン）の推進のための、モチベーション向上
に資する、地域の児童・住民との交流の実
施

職員が地域のボランティア委員長をしており、地域
住民の方及び利用者様と一緒にボランティア活動を
行っている。
敷地を活かして年1回、地域住民の方が幅広く参加で
きるお祭りを開催している。

支援の好事例や、利用者やその家族からの
謝意等の情報を共有する機会の提供

月次職員会議にて情報の共有化を図っている、また
法人理事長より各事業所へメールの配信を行ってい
る。

やりがい・働きがいの醸成

資質の向上やキャリアアップに向けた支援

職場環境等要件の取り組み

入職促進に向けた取組

両立支援・多様な働き方の推進

腰痛を含む心身の健康管理

生産性の向上
(業務改善及び働く環境改善)のための取組


